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区分 業務 使用する指標 

サービス対価

Ａ及びＢ 

球技専用スタジア

ム、（新）とどろき

アリーナ、（新）

等々力陸上競技

場、スポーツセン

ター、プール、ラ

ンニングステーシ

ョンの建設業務

（土壌汚染対策は

除く） 

「建築費指数」工事原価 体育館（Ｓ）東京（一

般財団法人 建設物価調査会） 

サッカーコートク

ラブハウス、テニ

スコートクラブハ

ウス、ビジターセ

ンター、屋内遊戯

場、釣池（管理

棟）、ランニング

ステーションの建

設業務（土壌汚染

対策は除く） 

「建築費指数」工事原価 事務所（Ｓ）東京（一

般財団法人 建設物価調査会） 

トイレの建設業務

（土壌汚染対策は

除く） 

「建築費指数」工事原価 事務所（ＲＣ）東京

（一般財団法人 建設物価調査会） 

上記を除く建設業

務及び解体・撤去

業務 

「建設工事費デフレーター」建設総合（国土交

通省） 

別紙６（サービス対価の支払額の改定方法） 

 

サービス対価の支払額の改定方法 

 

1 整備業務の対価の改定 

(1) 金利変動に伴う改定 

１）施設引渡し・解体完了届提出前の改定 

サービス対価Ｂの割賦金利分の基準金利は、別紙５（サービス対価の支払方法）

の 2(1)２）により定める。 

 

２）施設引渡し・解体完了届提出後の改定 

各基準金利の設定日より 10 年間が経過する直前の年度末に改定を行うものとし、

当該年度末日の２銀行営業日前を改定金利確定日とする。なお、２回目の基準金利

改定時おいては、残存する支払期間に応じた適切な期間（テナー）となる方法を採

用することとし、協議により決定する。 

 

(2) 物価変動に伴う改定 

１）改定の対象 

整備業務に係る対価であるサービス対価Ａ及びＢのうち、建設業務及び解体・撤

去業務に係る対価について、物価変動に基づく改定を行う。 

 

２）改定に用いる物価指数 

改定に用いる物価指数は、以下のとおりとする。なお、物価指数として用いてい

る指数がなくなる又は内容が見直されるなどにより本事業の実態に整合しなくなっ

た場合、又はその他必要が生じた場合には、その後の対応方法について市と事業者

で協議を行うものとする。 

区分 業務 使用する指標 

サービス対価

Ａ及びＢ 

建設業務及び解

体・撤去業務 

「建設工事費デフレーター」建設総合（国土交

通省） 

 

変 更 案 ※ 下記以外の変更は行わない
当初事業契約書 別紙６（抜粋）

【参 考】 本事業の事業契約書で定めるサービス対価の支払い額改定方法（整備業務の当初と変更案）
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